
　　  令和　３年　１月　２９日

摂津市長　　　　　森　山　　　一　正

１　任免及び職員数の状況

(1)採用退職の状況（令和元年度　単位：人）

（2)部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

議会 0
総務企画 4 新規採用・他部門からの異動
税務 △ 1 退職
民生 △ 7 退職・他部門への異動
衛生 4 新規採用・他部門からの異動
労働 △ 1 他部門への異動
農林水産 0
商工 1 新規採用
土木 3 新規採用・他部門からの異動

教育部門 0

消防部門 △ 1

2

水道 △ 1 他部門への異動
下水道 0

その他 △ 1

△ 2

 [0]
（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

２　[     ]内は、条例定数の合計である。

（3)年齢別職員構成の状況（令和2年４月１日現在）

　

摂津市告示第　18　号

教育職

計 48 40
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合　　計
653
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653 0

記

職種 採用 退職

事務系 23

消防職 11 3

摂津市人事行政の運営等の状況
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技術系 12 20
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区　分 職員数
対前年
増減数

主な増減理由部　門 令和2年 平成31年

3
〈参考〉
人口1万人当たり職員数　43.33人
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62 59

計 395 392
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101 退職

小　計 573 571
〈参考〉
人口1万人当たり職員数　63.48人

他部門からの異動
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　 摂津市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年摂津市条例第33号）第4条第1項の規定により、下記のとおり本市の人事行政の運営等の
状況を公表する。

65379 63 70 56 46 383 21 34 75 91 77
人 人 人 人 人 人

以上

職員数
人 人 人 人 人 人 人

39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳

〜 〜 〜 計
未満 23歳 27歳 31歳 35歳

60歳

〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜

36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳
区　分

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳
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（4)等級及び職制上の段階ごとの職員数（令和2年４月１日現在）

一般職給料表（一般職の職員の給与に関する条例第3条第1項の給料表）

（人） （％） （人） （人） （％） 段階

159
32

191

1　係長、総括主査、主査又は主任の職務

2　市立保育所の所長代理の職務

3　市立幼稚園の主任教諭の職務

134

31

1　市長部局、教育委員会事務局、消防本部又は消防署の課長代理の職務

2　事務局の局次長代理の職務

3　農業委員会事務局の局長代理の職務

4　市立保育所の所長の職務

5　市立幼稚園の園長の職務

1　市長部局、教育委員会事務局、消防本部又は消防署の課長の職務

2　事務局の局次長の職務

3　農業委員会事務局の事務局長の職務

4　市長部局、教育委員会事務局、消防本部又は消防署の課に

　  置かれる参事の職務

5　農業委員会事務局の参事の職務 49

1　会計管理者の職務

2　市長部局、教育委員会事務局又は消防本部の次長の職務

3　消防署の消防署長の職務

4　市長部局又は教育委員会事務局の部に置かれる参事の職務

5　事務局の参事の職務

6　消防本部の消防本部に置かれる参事の職務 17

1　市長部局の部長の職務

2　事務局の事務局長の職務

3　教育委員会事務局の教育次長又は部長の職務

4　消防本部の消防長の職務

5　理事の職務 13

合計 653 100.0

6
1
2
1
1
2

31

34
13
76
3
5
3

課長級

次長級

部長級

17 2.6

13 2.0

1
1
13
2

35
2
2
1
9

課長代理級

主幹級

係長・主査
主任級

6.1

主幹の職務

計

係長
総括主査

主査
主任

保育所長代理
幼稚園主任

23
23

155
155

一般職

計
高度の知識、技能又は経験を必要とする業務を行う職務

31 4.8
主幹

副主査
副主任

計

134 20.5

155

20.5

178 27.2

191 29.3

134

13 2.0

係員

副主査・
副主任級

計

計

会計管理者
消防署長
部参事

市長公室参事

部長
市長公室長

局長
教育次長
消防長
理事

課長
室長

局次長
センター長

課参事

計

49 7.5

計

31 4.8

40

35
1
2
2

40

49 7.5

17 2.6

40 6.1

課長代理
局次長代理
保育所長
幼稚園長

計

23.7

3級 副主査又は副主任の職務 191 29.3

定型的又は補助的な業務を行う職務 23 3.5
一般職

計

基準となる職務
合計

職名
内訳 職制上の段階

6級

7級

8級

9級

等級

5級

1級

2級

4級
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２　人事評価の状況

３　給与の状況

(1)給与制度や給与改定の内容など

 (2) 人件費の状況（普通会計決算）

 (3) 職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

１　職員手当には退職手当を含まない。

      　２　職員数は、平成31年4月１日現在の人数である。

 (4)  ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

内容

毎年度、上半期（4/1～9/30）下半期（10/1～3/31）

全職員

能力評価（職務遂行過程における能力の発揮状況）及び業績評価・目標管理（業務目標の達成度）

全職員について、能力評価を昇給に、業績評価・目標管理を勤勉手当にそれぞれ反映

職員の給与は、地方公務員法に定める給与決定の原則に基づき、生計費、国や他の地方公共団体の職員の給与、民間事業の従業者の給与などを参考に
して定めています。給与の基本的な事項は、市議会の議決を経て「一般職の職員の給与に関する条例」などで定められています。
令和2年度は、令和元年度人事院勧告に基づき、期末手当の支給月数の引き下げを行いました。
今後につきましても、給与水準の適正化と人件費の抑制に努めていきます。

区分

評価期間

評価対象者

評価項目

人事評価の
給与反映

（注）

545 2,071,387 589,022 885,557 3,545,966 6,506

千円
元年度

人 千円 千円 　　　　　千円 千円

5,015,960 15.1 15.3

一人当たり

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 給与費 B/A

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

（参考）区　　分 住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人 件 費 率

（令和元年度末） Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 平成30年度の人件費率

元年度
人　 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％ 　　　　　　　　　　　％

86,584 33,302,166 197,833
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 (5) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和２年４月１日現在）

　　　　 ①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

技能労務職員等の給与等の見直しに向けた取組方針について

現状

今後の基本的な考え方

　　　 ③教育職

歳 円 円

歳 円 円

     

　　　　

（6) 職員の初任給の状況（令和２年４月１日現在）

円

円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

大阪府の技能労務職の初任給については、職種により基準額に幅を設けているため、職種別の初任給の平均額を記載している。

国 50.9 287,283 　　　　　　　　- 328,862

（国ベース）

摂津市 51.3 358,800 419,546 395,279

大阪府 54.1 311,500 387,821 361,639

技能労務職

教　育　職

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

高　校　卒 - - -

（注）

高　校　卒 160,100 153,267 -

中　学　卒 150,600 - -

大　学　卒 195,500 209,100 -

（注）

区　　　　　分 摂　津　市 大　阪　府

１　「平均給料月額」とは、令和2年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与
実態調査において明らかにされているものである。

国

一般行政職
大　学　卒 195,500 円 187,300 円

総合職　186,700

一般職　182,200

高　校　卒 165,900 153,500 150,600

摂津市 41.4 347,964 416,604

大阪府 39.7 340,100 413,582

　平成19年4月には、国の給与構造改革に伴い、給与水準を平均４．８％引き下げました。また、平成30年4月に職務の等級の見直しを行いました。職員数につい
ては、平成17年度から技能労務職員の採用を行わず、また、給食業務の一部民間委託を実施するなど職員の削減に取り組んでいます。

　職員数においては、第4次行財政改革実施計画の考え方に基づいて、退職者不補充を市の基本的な考え方とし、給与面については、国や府及び近隣他市の動
向を踏まえながら諸課題について、調査検討します。

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

平均給与月額

大阪府 42.3 320,100 438,796

平均給与月額

41.6 315,800 404,450 366,874

379,587

国 43.2 327,564 408,868　　　　　　　　-

（国ベース）

摂津市

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額
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（7) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和２年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（8) 一般行政職の等級別職員数の状況（令和２年４月１日現在）

標準的な職務内容 職員数 構成比

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

（注）１　摂津市の給与条例に基づく給料表の等級区分による職員数である。

２　標準的な職務内容とは、それぞれの等級に該当する代表的な職務である。

一般行政職

技能労務職

教　育　職

7級 課長 32 10.3

8級 次長 13 4.2

9級 部長 11 3.6

区分

1級 5 1.6

2級 84 27.0

3級 80 25.7

中　学　卒 - - 311,000

大　学　卒 316,400 364,260 421,171

短　大　卒 - 304,500 313,350

大　学　卒 265,400 310,800 354,400

高　校　卒 244,500 283,600 317,500

高　校　卒 - - -

区　　　　分 経験年数１０年以上１５年未満 経験年数１５年以上２０年未満 経験年数２０年以上２５年未満

6級

4級

5級

係員

副主査

係長 45 14.5

主幹 16 5.1

課長代理 25 8.0
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（9) 職員の手当の状況

① 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（令和元年度支給割合） （令和元年度支給割合） （令和元年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　 勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　 勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　 　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ 1.45 ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算 5〜20％ ・ 役職加算 5〜20％ ・ 役職加算 5〜20％

・ 管理職加算 10〜25％ ・ 管理職加算 10〜25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

② 退職手当（令和２年４月１日現在）　※普通会計

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年
勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分
勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分
勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分
最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分
その他の加算措置 定年早期退職特例措置 その他の加算措置 定年早期退職特例措置

（2〜20％加算） （3〜４５％加算）
（退職時特別昇給　　　　　なし　　　　　　　　　　　）
１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和元年度に退職した職員に支給された平均額である。

③ 地域手当（令和２年４月１日現在）　※　普通会計

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

④ 特殊勤務手当（令和２年４月１日現在）

千円

千円

　％

⑤ 時間外勤務手当

千円

　 円

千円

　 円

年末年始勤務手当 当該期間に従事する職員 年末年始休暇期間等に従事
日額平均時間外勤務手当単価の
４時間分

社会福祉事務従事手当 社会福祉事務に従事する職員

支給実績（令和元年度決算） 159,142

職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 364,169

支給実績（平成30年度決算） 164,987

職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算） 371,592

福祉相談、指導保護などの業務 日額180円

土木・下水道・公園
維持作業従事手当

土木施設、公園等の維持補修及び管渠清掃作
業に従事する職員

土木施設、公園等の維持補修及び管
渠清掃作業

日額450円

消防業務従事手当 緊急出動に従事する職員 火災、救急現場への緊急出動 回300円

災害出動手当 当該活動に従事する職員
災害発生又は恐れのある場合の防災
活動

日額300円

衛生・一般廃棄物作業
従事手当

薬剤散布、一般廃棄物収集・焼却、し尿処理、
感染症患者若しくは疑いのある患者の救護、死
獣処理に従事する職員

薬剤散布、一般廃棄物の収集運搬 日額600円

感染症患者若しくは疑いのある患者の
救護又は感染の恐れのある物件の処
理

日額300円

死獣処理 日額400円

手当の種類（手当数） 7

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

市税等賦課徴収
事務従事手当

実地調査･検査、徴収に従事する職員
市税等の賦課等に関する実地調査･
検査、実地徴収

日額200円

支給実績（令和元年度決算） 15,258

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 63

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和元年度） 41.6

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

摂　津　市 6 581 6

47.709 47.709 47.709 47.709

3,927 21,419

支給実績（令和元年度決算） 132,253

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 228

33.27075

—

39.7575 47.709 39.7575 47.709

19.6695 24.586875

0.90

1,759

2.60 1.90 1.902.60

19.6695 24.586875

１人当たり平均支給額（令和元年度） １人当たり平均支給額（令和元年度）

1,598

2.60

28.0395 33.27075 28.0395

1.90

1.45 0.90 0.90

摂　　津　　市 国

摂　津　市 大　阪　府 国

1.45
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⑥ その他の手当（令和２年４月１日現在）

支給職員１人当たり

円

円

円
円

円

円

部参事 円

課長 円

課参事 円

課長代理 円

千円 円

千円 円

（10) 特別職の報酬等の状況（令和２年４月１日現在）

(注）・退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年＝48月）勤めた場合における退職手当の見込額である。     

4　勤務時間その他の勤務条件の状況

(1)勤務時間の状況（本庁などの場合）

　８時４５分　～　１７時１５分　（休憩時間　１２時００分　～　１２時４５分）

　土・日曜日、国民の祝日・休日、年末年始（１２月２９日　～　１月３日）

(2)年次有給休暇の取得状況（H31.4.1～R2.3.31）

※対象職員は市長部局に勤務する非現業の一般職員です。

市   長

副市長

教育長

議   長

副議長

議　員

給料月額等

900,000　円

770,000　円

700,000　円

620,000　円

570,000　円

535,000　円

（令和元年度支給割合）
4.05　月分

（算定方式）
90万円　×　在職月数　×　0.4
77万円　×　在職月数　×　0.25
70万円　×　在職月数　×　0.2

報

酬

区 分

給

料

休日勤務手当
祝日、年末年始の休日に勤務
勤務1時間当たりの給与額の
135/100

同じ − 46,868

通勤手当

交通機関利用者

扶養手当

手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容 （令和元年度決算）

千円 202,506 円

16歳の年度始めから満22歳の年度
末までの子1人につき5,000円加算

配偶者
子

その他扶養親族 67,367同じ －

6,500
10,000
6,500

円
円
円

平均支給年額

平均取得日数 取得率

備考

副議長

議  員

市  長
副市長
教育長

市   長
副市長
教育長

（令和元年度支給割合）
4.05　月分

総付与日数 総取得日数 対象職員数

10,203日 3,468日 12.6日 34.0％275人

退
職
手
当

期
末
手
当

議  長

177,527

国
俸給の特別調整額として
支給

夜間勤務手当
午後10時〜午前5時の間に勤務
勤務1時間当たりの給与額の
25/100

同じ − 4,381 56,165

千円 582,143

99,740 円
限度額 55,000

交通用具利用者
限度額 31,600

56,354同じ -

円

理事 75,000

次長 65,000

60,000

住居手当
借家・借間居住者

　支給限度額 28,000
同じ 38,920 千円 24,633 円

55,000

管理職手当

部長 80,000

異なる

40,000

65,200

50,000

千円

（令和元年度決算）

国の制度 国の制度と 支給実績

項　　目 内　　　容

勤務時間

休　　日

-

7



(3)休暇の種類

5　休業の状況

(１)育児休業の状況（H31.4.1～R2.3.31）

(２)介護休暇の状況（H31.4.1～R2.3.31）

6　分限及び懲戒の状況（H31.4.1～R2.3.31）

(1)分限処分の状況

(2)懲戒処分の状況

分限処分とは公務能率の維持を目的に職員になされる処分であり、一方、懲戒処分は職員の義務違反に対するものや全体の奉仕者にふさわしくない非行のあっ
た場合になされる処分です。

降任

服喪休暇 職員の親族が死亡した場合 続柄に応じて付与（最高7日の範囲内の期間）

5日の範囲内の期間（2人以上の場合は１０日の範囲内の期間）

免職

0人1月を超え3月以下

3月を超え5月以下

5月超え 1人 0人

職員が結婚する場合

種　　類 内　　容 付与日数（１年度）

年次有給休暇

連続する5日の範囲内の期間

生理休暇 女子職員が生理のため勤務することが著しく困難である場合 1回につき連続する2日の範囲内の期間

長期在職休暇
在職期間が10年、20年又は30年に達する職員が心身の活力の維持及び増進を図
るため勤務しないことが相当であると認められる場合

在職期間に応じて付与
10年3日、20年5日、30年5日の範囲内の期間

短期介護休暇
要介護者の介護その他の市長が定める世話を行う職員が、当該世話を行うため勤
務しないことが相当であると認められる場合

前年度継続

男性 女性

1人 16人

妊娠中又は出産後1年以内の女子職員が、医師等の保健指導又は健康診査を受
ける必要がある場合

介護休暇
職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母その他規則で定める者で負傷、疾病又は
老齢により規則で定める期間にわたり日常生活を営むのに支障があるものの介護を
するため、勤務しないことが相当であると認められる場合

5日の範囲内の期間（2人以上の場合は１０日の範囲内の期間）

子の看護休暇
小学校就学の始期に達しない子を養育する職員が、その子の看護のため勤務しな
いことが相当であると認められる場合

20日（翌年度に限り、残日数を繰越可能）

連続する6月の期間内において必要と認められる期間

祭祀休暇
職員が父母、配偶者又は子の追悼のための特別な行事のため勤務しないことが相
当であると認められる場合

1日

夏季休暇
職員が夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維持及び増進又は家庭生活の
充実のため勤務しないことが相当であると認められる場合

5日の範囲内の期間

処分人数

勤務成績不良

新規取得

男性 女性

1人 14人

0人

0人 0人

戒告

0人職に必要な適格性の欠如

その他

0人

減給

0人

0人

降給

0人

0人

休職

0人

0人

6人

0人

0人0人

心身の故障

0人

0人

0人
全体の奉仕者としてふさわし
くない非行

0人 0人 0人

0人

免職

0人

職務上の義務違反 0人 0人 0人 0人

法令違反 0人 0人

0人

0人

処分人数 停職

出産補助休暇 職員が妻の出産に伴い勤務しないことが相当であると認められる場合 2日の範囲内の期間

育児参加休暇 職員の妻が出産する場合

妊娠者の通勤緩和休暇
妊娠中の女子職員が、通勤途上における交通の混雑の程度が母体又は胎児の健
康保持に影響があると認められる場合

1日の勤務時間の始め又は終わりのいずれかにおいて1時間以内
の時間

5日の範囲内の期間

産前産後休暇 女子職員が出産する場合
出産の予定日を起算日とする8週間前の日から出産の日の翌日を
起算日とする8週間後の日までの期間

育児時間休暇
生後1年に達しない子を育てる職員が、その子の保育のために必要と認められる授
乳等を行う場合

1日1回1時間以内又は1日2回それぞれ30分以内の時間

妊娠障害休暇 妊娠中の女子職員が妊娠障害のため勤務することが著しく困難である場合 5日の範囲内の期間

通院休暇
妊娠満23週までは4週間に1回、妊娠満24週から満35週までは2週
間に1回、妊娠満36週から出産までは1週間に1回、出産後1年まで
はその間に1回につき通院に必要と認められる時間

結婚休暇

―
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7　服務の状況

営利企業への従事等の制限に関する許可等

件

8　退職管理の状況

9　研修の状況

基本研修（市主催）

管理職員・監督職員研修 判断力決断力向上研修・管理職研修

一般職研修 新規採用職員研修、地方自治法研修

専門職員等研修 消防職員研修、保育所幼稚園職員研修

共同研修（他団体主催） 地方自治講座共同研修、研修担当者研修

派遣研修 政策形成実践研修、安全運転管理者等講習会

10　福祉及び利益の保護の状況

(1)福利厚生事業

①　摂津市職員厚生会

②　大阪府市町村職員共済組合

　退職・障害・遺族年金の支給、介護・育児休業給付の支給及び貸付事業等の実施のほか、職員やその扶養家族の病気、けが、出産、

死亡などのときに対する保険給付、疾病予防及び健康増進を目的に行う保健事業等の実施

(2)健康管理事業

①　健康診断の実施

定期健康診断、昼夜変則勤務職員健康診断、腰痛・頸肩腕障害特別検診等の実施

②　健康相談の実施

定期健診・人間ドックの受診結果に基づき、指導及び相談等を実施

11　公平委員会の業務の状況

(1)勤務条件に関する措置の要求の状況

０件

(2)不利益処分についての審査請求の状況

０件

令和元年度

9

件　数

20

研修種別 研修数

地方公務員法第38条の2第8項及び第38条の6第2項に基づき、職員の退職管理の適正化を図っています。
再就職者は、退職後２年間、契約や処分に関して、元の職場への働きかけを禁止しています。
また、退職後に営利企業等に就職した場合、再就職の届出を義務付けています。

　互助共済の精神に基づき、職員の共助制度を確立し実施することにより、会員の福利増進、生活の向上を期し、もって執務の公正、能率化を増進
することを目的に、職員の福利厚生を外部委託する委託事業、職員の健康管理補助事業等の実施

参加人数

1,385人

15人

269人

年　度

17

12

2

　地方公共団体は、地方公務員法第42条の規定により、職員の保健、元気回復その他厚生に関する事項について計画を樹立し、これを実施することが義務
付けられております。
　主な事業内容は次のとおりです。

地方公務員法第38条第1項の規定により営利企業への従事等が制限されていますが、任命権者の許可を受けた場合においては、営利企業への従事等が認めら
れています。

代表的な研修
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